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福島県業務継続計画（本庁版）新旧対照表 

 

箇所 新（改正後） 旧（現 行） 

第２章 

１ 

（７～８

頁） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）被害想定 

（略） 

表２ 東日本大震災の規模、被害の概要 

（略） （略） 

人的被害 

（死者は震災関連死及

び死亡届等が出された

行方不明者を含む） 

死者：４，１７０名 

行方不明者：０名 

重傷者：２０名 

軽傷者：１６３名 

建物被害 

（警戒区域指定自治体

においては一部未集計

） 

 

 

 

住家全壊：１５，４７９棟 

住家半壊：８３，５９６棟 

住家一部損壊：１４１，０５９棟 

住家床上浸水：１，０６１棟 

住家床下浸水：３５１棟 

公共建物被害：１，０１０棟 

その他建物被害：３６，８８２棟 

（略） （略） 

（略） （略） 

（略） （略） 

（令和５年１２月１８日現在 災害対策本部取りまとめ） 

 

 

 

 

 

 

（２）被害想定 

（略） 

表２ 東日本大震災の規模、被害の概要 

（略） （略） 

人的被害 

（死者は震災関連死及

び死亡届等が出された

行方不明者を含む） 

死者：４，１６６名 

行方不明者：０名 

重傷者：２０名 

軽傷者：１６３名 

建物被害 

（警戒区域指定自治体

においては一部未集計

） 

 

 

 

住家全壊：１５，４６９棟 

住家半壊：８３，３２３棟 

住家一部損壊：１４１，０５７棟 

住家床上浸水：１，０６１棟 

住家床下浸水：３５１棟 

公共建物被害：１，０１０棟 

その他建物被害：３６，８８２棟 

（略） （略） 

（略） （略） 

（略） （略） 

（令和５年３月８日現在 災害対策本部取りまとめ） 
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箇所 新（改正後） 旧（現 行） 

第３章 

２ 

（１５頁） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表６ 非常時優先業務数 

（１）勤務時間内の被災の場合 

  

表６ 非常時優先業務数 

（１）勤務時間内の被災の場合 

 

 

 

 

 

応急・復旧
業務数
（A＝B＋
C）

優先すべき
通常業務数
（C）

A
発災後直ちに（概ね３時間以内）に
着手すべき業務

352 342 10

B 発災後１２時間以内に着手すべき業務 87 75 12

C 発災後１日以内に着手すべき業務 119 112 7

D 発災後３日以内に着手すべき業務 47 40 7

E 発災後１週間以内に着手すべき業務 29 25 4

評価 評価基準
非常時優先

業務数
（A＝B＋C）

応急・復旧
業務数
（A＝B＋C）

優先すべき
通常業務数
（C）

A
発災後直ちに（概ね３時間以内）に
着手すべき業務

350 340 10

B 発災後１２時間以内に着手すべき業務 87 75 12

C 発災後１日以内に着手すべき業務 117 110 7

D 発災後３日以内に着手すべき業務 48 41 7

E 発災後１週間以内に着手すべき業務 29 25 4

評価 評価基準
非常時優先
業務数

（A＝B＋C）
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箇所 新（改正後） 旧（現 行） 

第４章 

２ 

（１９頁） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）勤務時間内の被災の場合 

 本庁舎の耐震化工事及び西庁舎の免震化工事が完了しており、北庁舎は免震構

造で建築しているため大地震時に倒壊など大きな被害を受ける可能性は極めて低

くなっています。 

 なお、執務室内の什器の転倒やガラスの飛散など限定的な被害が発生する恐れ

はありますが、大部分の職員は業務の継続が可能であると想定されます。 

 

表７ 参集予測の対象職員（令和５年５月 1日現在）    

部局名 職員数 

総務部 ３６３ 

危機管理部 ８４ 

企画調整部 ２７２ 

生活環境部 １５５ 

保健福祉部 ３０５ 

商工労働部 ２０２ 

農林水産部 ３７０ 

土木部 ３００ 

出納局 ５５ 

企業局 １７ 

病院局 ２２ 

議会事務局 ３６ 

選挙管理委員会事務局 ５ 

監査委員事務局 ２５ 

人事委員会事務局 １５ 

労働委員会事務局 １２ 

教育庁 ２５０ 

計 ２，４８８ 
 

 

（１）勤務時間内の被災の場合 

 免震構造である北庁舎が完成し、また、本庁舎では耐震改修工事が完了しました。 

 西庁舎については耐震改修工事を実施しているところであり、庁舎倒壊による大

きな被害の可能性は大きく低減します。 

 なお、執務室内の什器の転倒やガラスの飛散等が発生する恐れはありますが、大

部 

分の職員は被災後も業務への従事が可能であると想定されます。 

 

表７ 参集予測の対象職員（平成 28 年 11 月 1日現在）    

部局名 職員数 

総務部 ３３１ 

危機管理部 ８４ 

企画調整部 ２６６ 

生活環境部 １７３ 

保健福祉部 ２８３ 

商工労働部 １５３ 

農林水産部 ３７３ 

土木部 ３０５ 

出納局 ５９ 

企業局 ２２ 

病院局 ２０ 

議会事務局 ３７ 

選挙管理委員会事務局 ５ 

監査委員事務局 ２６ 

人事委員会事務局 １２ 

労働委員会事務局 １０ 

教育庁 ２５０ 

計 ２，４０９ 
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箇所 新（改正後） 旧（現 行） 

第４章 

２ 

（２０項） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）勤務時間外に被災した場合 

  （略） 

 ②予測結果 

  参集予測の結果は別表２のとおりで、図４のように発災１時間以内に７４４

人（30%）、３時間以内に１，２０４人（48%）２４時間以内には１，３２２人

（53%）、３日以内に１，３８３人（56%）、そして１週間以内には１，７４２

人（70%）の参集が可能と予測されます。 

  発災直後から、災害対策本部事務局の最大要員２１３名程度を大きく上回る 

 職員の参集が可能であり、非常時優先業務の遂行に必要な職員数を確保できる 

 見込みです。 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）勤務時間外に被災した場合 

  （略） 

 ②予測結果 

  参集予測の結果は別表２のとおりで、図４のように発災１時間以内に６７３人  

 （28%）、３時間以内に１１６８人（48%）２４時間以内には１３０７人（54%）、    

 ３日以内に１３７２人（57%）、そして１週間以内には１６８６人（70%）の参

集が可能と予測されます。 

  発災直後から、災害対策本部事務局の最大要員１８０名程度を大きく上回る職 

 員の参集が可能であり、非常時優先業務の遂行に必要な職員数を確保できる見込 

 みです。 
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箇所 新（改正後） 旧（現 行） 

第４章 

２ 

（２１頁） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図４ 職員参集率の想定（勤務時間外） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図４ 職員参集率の想定（勤務時間外） 

 

 

 

 

 

 

(2,400人)

90%以上

(2,160人)

80%

(1,920人)

70%

(1,680人)

60%

(1,440人)

職員参集率　　50%

(1,200人)

（参集人数）　40%

(960人)

30%

(720人)

20%

(480人)

10%

(240人)

職員参集率（想定）

発災後の時間

30% 48% 53% 56% 70% 98%

１時間
以内

１ヶ月
以内

３時間
以内

24時間
以内

３日
以内

１週間
以内

７４４人

１，２０４人

１，３２２人

１，３８３人 １，７４２人

２，４３８人
発災からしばらくの間は、
家族の安否確認などに時

間を要すると想定し、参集

率を低めにしている。

遠距離通勤者（40km以上）は、最大１週
間程度参集困難者と想定
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箇所 新（改正後） 旧（現 行） 

第５章 

１ 

（２６頁） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５章 

２ 

（２７～

２８頁） 

 

 

 

 

 

 

１ 庁舎等の耐震化と代替施設の確保 

 ○ 現状・課題 

      県庁舎は、表８のとおり令和２年度までに全棟の耐震性能を確保していま

す。 

 特に、平成２８年度に完成した北庁舎は、東日本大震災で甚大な被害を受け

た東分庁舎の代替庁舎として建設したものであり、免震構造を採用しているほ

か、危機管理や災害対策、原子力安全対策等を担う関係部署の執務室を一体的

に配置し、危機管理の中枢的な施設である危機管理センターの機能を有してい

ます。 

本庁舎及び自治会館は耐震構造となっており、大規模な地震被害は回避でき

るよう整備しています。 

 

 

 

 

２ 執務環境の確保 

（１）執務室 

  ○ 対策 

 執務室へのスムーズな入室を可能とし、あるいは執務室の閉塞を防止するた 

め、ロッカーやキャビネット類は執務室出入口付近に極力置かない工夫や耐震 

固定金具等による転倒防止策を講じたり、パソコンやテレビ類なども固定化の 

ための措置を図ります。（削除）                        

          

    なお、北庁舎危機管理センターについては免震構造とし、天井等の建築非構 

   造部材の耐震安全性も確保しています。 

   

 

２ 執務環境の確保 

 ○ 現状・課題 

 東日本大震災で甚大な被害を受け、その後解体された東分庁舎の代替庁舎と

して平成２８年度に北庁舎が完成し、供用を開始しました。この北庁舎は、免

震構造による高い耐震性能を有しており、その庁舎内（２・３階）には、災害

対策本部及びその事務局、さらには危機管理や災害対策、原子力安全対策等を

担う関係部署の執務室を一体的に配置し、危機管理の中枢的な施設である危機

管理センターを整備しました。 

    なお、県庁舎の耐震性能は、表８のとおりであり、全ての庁舎において、 

   耐震性能が確保されておりますが、免震構造となっていない本庁舎及び自治   

   会館は、震度６強の地震により、什器類の転倒など、一時的に業務に支障が 

   生じる状況も想定されます。 

   

 

 

２ 執務環境の確保 

（１）執務室 

 ○ 対策 

 執務室へのスムーズな入室を可能とし、あるいは執務室の閉塞を防止する 

ため、ロッカーやキャビネット類は執務室出入口付近に極力置かない工夫や 

耐震固定金具等による転倒防止策を講じたり、パソコンやテレビ類なども固 

定化のための措置を図ります。また、窓ガラス等については飛散防止フィル 

ム等を貼るなどの対策も検討します。 

    なお、（新設）危機管理センターについては免震構造とし、天井等の建築非 

   構造部材の耐震安全性も確保しています。 
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箇所 新（改正後） 旧（現 行） 

第５章 

２ 

（２８頁） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５章 

２ 

（２９頁） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）電力 

   ○ 現状・課題 

   （略） 

   なお、北庁舎危機管理センターでは、（中略）電源車及び太陽光発電設備か

らの電力供給も可能となっております。 

 

 表１０ 【参考】県庁舎における電力需要（令和４年度ﾃﾞｰﾀ） 

    電力 
備  考 

平均 最大 

本庁舎・西庁

舎 
477kW 1,395kW 

平均：4,178,145kW÷（365日×24時

間） 

最大：令和 4 年 9 月 

自治会館 62kW 298kW 

平均：540,495kW÷（365 日×24 時

間） 

最大：令和 4 年 8月 

 

○ 対策 

 各庁舎における非常時優先業務の執行に必要な電力供給設備は整備済みと

なっていますが、今後、業務の見直しによりコンセント等の増設が必要となっ

た場合は、非常用発電機の能力増強や電力を供給するコンセント等の整備を

検討します。 

 また、上記の取組みに合わせて、非常用発電機の供給範囲を各部局に周知し、

発災時に限られた電力で効率的な業務を執行するための、照明、パソコン、コ

ピー機等の使用方法を検討できるよう情報提供を行います。 

 

 

 

 

（２）電力 

   ○ 現状・課題 

   （略） 

   なお、（新設）危機管理センターでは、（中略）電源車及び太陽光発電設備から

の電力供給も可能となっております。 

 

 表１０ 【参考】県庁舎における電力需要（平成 27年度ﾃﾞｰﾀ） 

    電力 
備  考 

平均 最大 

本庁舎・ 

西庁舎 
657kW 1,657kW 

平均：5,758,258kW÷（365 日×24 時

間） 

最大：平成 27 年 8 月 

自治会館 87kW 317kW 
平均：766,035kW÷（365日×24時間） 

最大：平成 27 年 8月 

 

○ 対策 

 各庁舎における非常時優先業務の執行に必要な電力容量を整理し、非常用発電

機の容量増や当該発電機から電力が供給されるコンセントの新増設等の対策に

ついて検討します。 

 また、上記の取組みに合わせて、非常用発電機の供給範囲を各部局に周知し、

発災時に限られた電力で効率的な業務を執行するための、照明、パソコン、コピ

ー機等の使用方法を検討            します。 
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箇所 新（改正後） 旧（現 行） 

第５章 

２ 

（２９～

３０頁） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （３）上下水道 

  ○ 現状・課題 

   （略） 

ただし、その容量は、表１２～１４のとおり本庁舎及び西庁舎の飲料水及び雑用 

水でほぼ１日分、自治会館の飲料水及び雑用水でも約１．７日分しかなく、電力 

の供給がなければ、高置水槽のみの供給水となるため、使用可能日数はさらに短 

くなります。 

表１４ 同上 （自治会館の飲料水・雑用水） 

 受水槽・高置水槽

容量合計（㎥） 

使用量に基づく試算 

平均使用量 

（㎥／日） 

使用可能 

日数 

自治会館 36 ㎥ 約 20.5㎥ 約 1.7 日 

 ※ 自治会館の受水槽、高置水槽は、飲料水、雑用水に共用 

 

  ○ 対策 

    漏水による二次被害を防止するため、発災直後は給水管の安全性が確認され  

   るまでは、給水を停止します。 

 飲料水は、通常の使用であれば、発災から２日以内に不足することが予想され

ていることから、全庁的に必要量や保管場所などを考慮し、計画的な備蓄を検討

するとともに、各部局等及び職員個人でその確保に努めることとします。 

 また、トイレ用の雑用水貯蔵量が少ないため、被災時は仮設トイレの設置など

を進めます。 

 

 

 

 

 

 （３）上下水道 

  ○ 現状・課題 

   （略） 

ただし、その容量は、表１２～１４のとおり本庁舎及び西庁舎の飲料水及び 

雑用水でほぼ１日分、自治会館の飲料水及び雑用水でも約４日分しかなく、 

電力の供給がなければ、高置水槽のみの供給水となるため、使用可能日数は 

さらに短くなります。 

表１４ 同上 （自治会館の飲料水・雑用水） 

 受水槽・高置水槽

容量合計（㎥） 

使用量に基づく試算 

平均使用量 

（㎥／日） 

使用可能 

日数 

自治会館 83 ㎥ 約 20.5㎥ 約 4.0 日 

 ※ 自治会館の受水槽、高置水槽は、飲料水、雑用水に共用 

 

○ 対策 

 漏水による二次被害を防止するため、発災直後は給水管の安全性が確認さ

れるまでは、給水を停止します。 

 飲料水は、通常の使用であれば、発災から２日以内に不足することが予想

されていることから、全庁的に必要量や保管場所などを考慮し、計画的な備

蓄を検討するとともに、各部局等において、さらには職員個人でその確保に

努めることとします。 

    また、トイレ用の雑用水貯蔵量が少ないため、速やかに仮設トイレ等で 

   の対応を検討します。 
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箇所 新（改正後） 旧（現 行） 

第５章 

３ 

（３０頁） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

３ 食料 

○ 現状・課題 

  大規模地震が発生した場合、非常時優先業務を執行する相当数の職員が数日間

にわたり庁舎内に留まらなければならない可能性があります。 

表１５ 食料の備蓄状況（令和６年１月１日現在） 

食糧の種類 数量 

フリーズドライご飯 2,000食 

レトルト（筑前煮） 700食 

レトルト（ハンバーグ） 650食 

レトルト（肉じゃが） 650食 

飲料水（500ｍｌ） 3,936本 

 

 

 

 

３ 食料 

○ 現状・課題 

  大規模地震が発生した場合、非常時優先業務を執行する相当数の職員が数日間

にわたり庁舎内に留まらなければならない可能性があります。 

表１５ 食料の備蓄状況（令和５年４月１日現在） 

食糧の種類 数量 

フリーズドライご飯 987食 

レトルト（さば味噌煮） 450食 

レトルト（ハンバーグ） 461食 

レトルト（肉じゃが） 495食 

飲料水（500ｍｌ） 2,688本 

 

 

箇所 新（改正後） 旧（現 行） 
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第５章 

４ 

（３１頁） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 通信手段 

（１）電話回線、携帯電話 

  

  ○ 対策 

 県庁舎には、表１６のとおり、災害発生時にＮＴＴの発信規制を受けない

「災害時優先電話」が２５回線、県庁内交換機に障害が発生した場合でも使

用できる「緊急時対応直通電話」（ＮＴＴの発信規制は受ける）が２３回線

設置されています。 

また、複数の通信手段を確保するため、大手通信会社と災害時における通

信機器の貸出等に係る協定を締結しています。 

 

 

  表１６ 県庁内の災害時優先電話及び緊急時対応直通電話の設置状況 

（令和５年４月 1日現在）  

種類 設置個所及び設置回線数 

災害時優先電話 

知事室、県民広聴室、施設管理課、道路管理課、河川計画課、砂防課、 

電話機械室 各１回線、危機管理センター ７回線、 

国の関係機関（原子力災害現地対策本部等） １１回線  計２５回

線 

緊急時対応 

直通電話 

副知事室(西)、秘書課、総務課、企画調整課、守衛室、生活環境総務

課、保健福祉総務課、商工総務課、農林総務課、農村計画課、土木総

務課、道路管理課、出納総務課、入札用度課、企業総務課、教育総務

課、議会事務局総務課、監査総務課、電話機械室、県北建設事務所、

県北農林事務所、県北地方振興局、県北教育事務所 各１回線  

計２３回線 
 

４ 通信手段 

（１）電話回線、携帯電話 

 

  ○ 対策 

 県庁舎には、表１６のとおり、災害発生時にＮＴＴの発信規制を受けない

「災害時優先電話」が２５回線、県庁内交換機に障害が発生した場合でも使

用できる「緊急時対応直通電話」（ＮＴＴの発信規制は受ける）が１９回線

設置されています。 

また、複数の通信手段を確保するため、衛星携帯電話等の携帯通信機材

の提供に係る協定の締結についても検討を行います。 

 

 

  表１６ 県庁内の災害時優先電話及び緊急時対応直通電話の設置状況 

（平成２８年１１月 1日現在）  

種類 設置個所及び設置回線数 

災害時優先電話 

知事室、県民広聴室、施設管理課、道路管理課、河川計画課、砂防課、 

電話機械室 各１回線、危機管理センター ７回線、 

国の関係機関（原子力災害現地対策本部等） １１回線  計２５回

線 

緊急時対応 

直通電話 

副知事室(西)、秘書課、総務課、企画調整課、守衛室、生活環境総務

課、保健福祉総務課、商工総務課、農林総務課、農村計画課、土木総

務課、道路管理課、出納総務課、入札用度課、経営・販売課、教育総

務課、議会事務局総務課、監査総務課、電話機械室、 各１回線  

計 １９回線 
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第５章 

４ 

（３２～

３３頁） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表１７ 県庁舎内の電話等回線数（施設管理課所管分） 

                      （令和 5年 4 月 1日現在） 

建物名 

固定電話回線数 

電話交換機収容 単独直通 計 
固定電話のうち 

災害時優先電話 

本庁舎 

西庁舎 

北庁舎 

１ ９８ ９９ ２５ 

自治会館 区別していない ８５ ０ 

合計   １８４ ２５ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表１７ 県庁舎内の電話等回線数（施設管理課所管分） 

                     （平成 28年 11 月 1日現在） 

建物名 

固定電話回線数 

電話交換機収容 単独直通 計 
固定電話のうち 

災害時優先電話 

本庁舎 

西庁舎 

北庁舎 

１９６ ２０８ ４０４ ２５ 

自治会館 区別していない ８５ ０ 

合計   ４８９ ２５ 
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第５章 
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（３４頁） 

 

 

 

 

 

 

 

 表２０ 各部局等の主な業務システム 

 

所管部局等名 システム名 

総務部 税務システム 

〃 給与システム 

〃 庶務システム 

〃 文書管理システム 

〃 公有財産管理システム 

危機管理部 総合防災情報システム 

農林水産部 農林事業管理システム 

〃 補助版標準積算システム 

土木部 事業執行管理システム 

〃 積算システム 

〃 道路管理システム 

〃 河川流域総合システム 

出納局 財務会計システム 

 

 

 

 

 表２０ 各部局等の主な業務システム 

 

所管部局等名 システム名 

総務部 税務システム 

〃 給与システム 

〃 庶務システム 

〃 文書管理システム 

〃 公有財産管理システム 

危機管理部 防災事務連絡システム 

農林水産部 農林事業管理システム 

〃 補助版標準積算システム 

土木部 事業執行管理システム 

〃 積算システム 

〃 道路管理システム 

〃 河川流域総合システム 

出納局 財務会計システム 
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箇所 新（改正後） 旧（現 行） 

別表１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【生活環境部】 

 

（略） 

 

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【生活環境部】 

 

 

（略） 

 

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

初動調整業務 A ○

部内の被害状況等の把握 A ○

部内の職員の安否確認 A ○

部内の職員の不足状況調査と調整 B ○

所管施設の被害状況の把握・報告 Ａ ○

生活環境
総務課

課名 業務内容 区分

業務を開始する時期

３ｈ
以内

12ｈ
以内

１日
以内

３日
以内

７日
以内

初動調整業務 Ａ ○

所管施設の被害状況の把握・報告 Ａ ○
環境共生課

初動調整業務 Ａ ○

他課への応援 Ｃ ○

初動調整業務 A ○

仮置場施設の被害状況の把握・報告 Ｃ ○

中間貯蔵・除染
対策課

除染対策課

初動調整業務 A ○

部内の被害状況等の把握 A ○

部内の職員の安否確認 A ○

部内の職員の不足状況調査と調整 B ○

業務を開始する時期

３ｈ
以内

12ｈ
以内

１日
以内

３日
以内

７日
以内

課名 業務内容 区分

生活環境
総務課

初動調整業務 Ａ ○

所管施設の被害状況の把握・報告 Ａ ○
環境共生課

初動調整業務 Ａ ○

他課への応援 Ｃ ○

初動調整業務 A ○

仮置場施設の被害状況の把握・報告 Ｃ ○

中間貯蔵施設
等対策室

除染対策課
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箇所 新（改正後） 旧（現 行） 

別表１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【保健福祉部】 

 

（略） 

 
（略） 

 

 

 

 

【保健福祉部】 

 

（略） 

 

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

12ｈ
以内

１日
以内

３日
以内

７日
以内

課名 業務内容 区分

業務を開始する時期

３ｈ
以内

初動調整業務 Ａ ○

市町村保健センターの被害状況把握 Ａ ○

被災者の健康管理の実施 ＣＤ ○ ○

健康づくり
推進課

初動調整業務 Ａ ○

医療機関の被害状況・受入体制の把握 Ａ ○

応急医療の提供及び助産 Ａ ○

国、他の都道府県研究機関等及び医療関係
機関との連絡体制及び情報共有体制

Ａ ○

医療関係団体である指定公共機関及び指定
地方公共機関との連絡調整及び協力依頼

Ａ ○

被災地における医療救護所の設置
（健康衛生総室において実施する業務）

Ａ ○

初動調整業務 Ａ ○

感染症指定医療機関の被害状況・受入体
制の把握

Ａ ○

被災地における感染症の予防措置（災害
防疫対策本部の設置を含む）

Ａ ○

地域医療課
医療人材
対策室

感染症対策課

感染症対策課

12ｈ
以内

１日
以内

３日
以内

７日
以内

課名 業務内容 区分

業務を開始する時期

３ｈ
以内

初動調整業務 Ａ ○

被災者の健康管理の実施 Ｄ ○

健康づくり
推進課

初動調整業務 Ａ ○

医療機関の被害状況・受入体制の把握 Ａ ○

応急医療の提供及び助産 Ａ ○

国、他の都道府県研究機関等及び医療関係
機関との連絡体制及び情報共有体制

Ａ ○

医療関係団体である指定公共機関及び指定
地方公共機関との連絡調整及び協力依頼

Ａ ○

感染症指定医療機関等の医療機関の応急復
旧

Ａ ○

被災地における感染症の予防措置（防疫本
部の設置を含む）

Ａ ○

被災地における医療救護所の設置
（健康衛生総室において実施する業務）

Ａ ○

地域医療課
医療人材
対策室

感染症対策課
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箇所 新（改正後） 旧（現 行） 

別表１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【保健福祉部】 

 

【農林水産部】 

 

【保健福祉部】 

 

【農林水産部】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

初動調整業務 Ａ ○

医薬品及び衛生資材等の確保・配分 Ａ ○

県内血液センターの被災状況の把握・血液
製剤の確保

Ａ ○

毒物・劇物保管施設の被害状況の把握・報
告

Ａ ○

医薬品製造業者（原薬製造含む）の被害状
況の把握・報告

ＡＢ ○ ○

薬務課

初動調整業務 Ａ ○

出先機関（農業総合センター、農業短期大
学校）の庁舎被害状況の把握

Ａ ○

農業短期大学校の学生・研修生の安否確
認

Ａ ○

農作物関係の被害状況の把握 Ａ ○

農作物関係の被害状況のとりまとめ Ｃ ○

農業災害の軽減及び拡大防止対策 Ｄ ○

農業振興課

初動調整業務 Ａ ○

医薬品及び衛生資材等の確保・配分 Ａ ○

県内血液センターの被災状況の把握・血液
製剤の確保

Ａ ○

毒物・劇物保管施設の被害状況の把握・報
告

Ａ ○

医薬品製造業者（原薬製造含む）の被害状
況の把握・報告

Ｂ ○

薬務課

初動調整業務 Ａ ○

出先機関（農業総合センター、農業短期大
学校）の庁舎被害状況の把握

Ａ ○

農作物関係の被害状況の把握 Ａ ○

農作物関係の被害状況のとりまとめ Ｃ ○

農業災害の軽減及び拡大防止対策 Ｄ ○

農業振興課
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箇所 新（改正後） 旧（現 行） 

別表１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【土木部】 

 

 

【土木部】 

 

 

 

初動調整業務 Ａ ○

維持委託業者の体制確認（各出先機関から
の報告取りまとめ）

Ａ ○

県管理河川・砂防・ダム・港湾・空港施設
等のパトロール実施状況取りまとめ

Ａ ○

県管理河川・砂防・ダム・港湾・空港施設
等の被害状況・図面の取りまとめ、土木部
本部（防災担当）へ報告

Ａ ○

県民への情報提供開始 Ａ ○

ダム施設の臨時点検による水位低下等への
応急措置、関係機関や住民への連絡・通報
（各出先機関からの報告取りまとめ）

Ａ ○

利用上支障がある施設等の応急復旧（各出
先機関からの報告取りまとめ）

Ａ ○

岸壁、荷役施設、野積場等の港湾機能の確
保状況取りまとめ、土木部本部（防災担
当）へ報告

Ａ ○

福島空港の機能確保状況取りまとめ、土木
部本部（防災担当）へ報告

Ａ ○

土木関係施設内のヘリコプター臨時離着陸
場の確保状況取りまとめ、土木部本部（防
災担当）へ報告

Ａ ○

県有船舶の確保状況取りまとめ、土木部本
部（防災担当）へ報告

Ａ ○

洪水・高潮発生時及び船舶航行が危険な箇
所の障害物除去等に係る出先機関との調整

Ａ ○

他機関への応援職員派遣、被災地支援の実
施

Ｂ ○

県管理河川・砂防・ダム・港湾・空港施設
等の応急復旧（出先機関からの報告取りま
とめ）

Ｂ ○

管理施設の応急復旧工法・対策実施状況等
の取りまとめ、土木部本部（防災担当）へ
報告

Ｂ ○

災害調査結果について土木部本部（総務担
当）へ報告

Ｂ ○

県管理河川・砂防・ダム・港湾・空港施設
等の災害復旧計画の作成（各出先機関から
の報告取りまとめ）

Ｂ ○

土砂災害危険箇所等の緊急点検による被
災箇所の情報収集、関係機関や住民への
連絡・通報（各出先機関からの報告取り
まとめ）

Ｃ ○

河川計画課
河川整備課
砂防課
港湾課

空港施設室
（河川港湾総

室）

初動調整業務 Ａ ○

維持委託業者の体制確認（各出先機関から
の報告取りまとめ）

Ａ ○

県管理河川・砂防・ダム・港湾・空港施設
等のパトロール実施状況取りまとめ

Ａ ○

県管理河川・砂防・ダム・港湾・空港施設
等の被害状況・図面の取りまとめ、土木部
本部（防災担当）へ報告

Ａ ○

県民への情報提供開始 Ａ ○

ダム施設の臨時点検による水位低下等への
応急措置、関係機関や住民への連絡・通報
（各出先機関からの報告取りまとめ）

Ａ ○

利用上支障がある施設等の応急復旧（各出
先機関からの報告取りまとめ）

Ａ ○

岸壁、荷役施設、野積場等の港湾機能の確
保状況取りまとめ、土木部本部（防災担
当）へ報告

Ａ ○

福島空港の機能確保状況取りまとめ、土木
部本部（防災担当）へ報告

Ａ ○

土木関係施設内のヘリコプター臨時離着陸
場の確保状況取りまとめ、土木部本部（防
災担当）へ報告

Ａ ○

県有船舶の確保状況取りまとめ、土木部本
部（防災担当）へ報告

Ａ ○

洪水・高潮発生時及び船舶航行が危険な箇
所の障害物除去等に係る出先機関との調整

Ａ ○

他機関への応援職員派遣、被災地支援の実
施

Ｂ ○

県管理河川・砂防・ダム・港湾・空港施設
等の応急復旧（出先機関からの報告取りま
とめ）

Ｂ ○

管理施設の応急復旧工法・対策実施状況等
の取りまとめ、土木部本部（防災担当）へ
報告

Ｂ ○

災害調査結果について土木部本部（総務担
当）へ報告

Ｂ ○

県管理河川・砂防・ダム・港湾・空港施設
等の災害復旧計画の作成（各出先機関から
の報告取りまとめ）

Ｂ ○

河川計画課
河川整備課
砂防課
港湾課

空港施設室
（河川港湾総

室）
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箇所 新（改正後） 旧（現 行） 

別表１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【土木部】 

 

 

 

【土木部】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

初動調整業務 Ａ ○

県有施設・県営住宅等のパトロール実施状
況取りまとめ

Ａ ○

県有施設・県営住宅等の被害状況・図面の
取りまとめ、土木部本部（防災担当）へ報
告

Ａ ○

県民への情報提供開始 Ａ ○

利用上支障がある施設等の応急復旧（各出
先機関からの報告取りまとめ）

Ａ ○

県営住宅を避難所として目的外使用 Ｂ ○

他機関への応援職員派遣、被災地支援の実
施

Ｂ ○

県有施設・県営住宅等の応急復旧工法・対
策実施状況等の取りまとめ、土木部本部
（防災担当）へ報告

Ｂ ○

災害調査結果について土木部本部（総務担
当）へ報告

Ｂ ○

災害応急対策工法等の取りまとめ、土木部
本部（防災担当）へ報告

Ｃ ○

建築物の応急危険度判定の実施、技術的指
導・相談

Ｃ ○

仮設住宅の必要戸数の把握 Ｃ ○

県営住宅を応急仮設住宅として目的外使用 Ｃ ○

県有施設の緊急修繕 Ｃ ○

応急仮設住宅計画の立案（整備戸数・建設
場所等）

Ｃ ○

応急仮設住宅の建設について協定締結団体
への建設要請

Ｄ ○

協定に基づく建築・設備関係団体への応援
要請

Ｂ ○

建築住宅課
建築指導課
営繕課

（建築総室）

初動調整業務 Ａ ○

県有施設・県営住宅等のパトロール実施状
況取りまとめ

Ａ ○

県有施設・県営住宅等の被害状況・図面の
取りまとめ、土木部本部（防災担当）へ報
告

Ａ ○

県民への情報提供開始 Ａ ○

利用上支障がある施設等の応急復旧（各出
先機関からの報告取りまとめ）

Ａ ○

他機関への応援職員派遣、被災地支援の実
施

Ｂ ○

県有施設・県営住宅等の応急復旧工法・対
策実施状況等の取りまとめ、土木部本部
（防災担当）へ報告

Ｂ ○

災害調査結果について土木部本部（総務担
当）へ報告

Ｂ ○

災害応急対策工法等の取りまとめ、土木部
本部（防災担当）へ報告

Ｃ ○

建築物の応急危険度判定の実施、技術的指
導・相談

Ｃ ○

仮設住宅の必要戸数の把握 Ｃ ○

県営住宅を応急仮設住宅として目的外使用 Ｃ ○

県有施設の緊急修繕 Ｃ ○

応急仮設住宅計画の立案（整備戸数・建設
場所等）

Ｃ ○

応急仮設住宅の建設について協定締結団体
への建設要請

Ｄ ○

協定に基づく建築・設備関係団体への応援
要請

Ｂ ○

建築住宅課
建築指導課
営繕課

（建築総室）
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箇所 新（改正後） 旧（現 行） 

別表１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【教育庁】 

 
 

 

【教育庁】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

初動調整業務 Ａ ○

支部宿泊施設状況確認業務(共済本部との連
絡調整を含む)

Ａ ○

共済組合等各種システム稼働状況確認（通
常）

Ｃ ○

被災地の教育関係職員（家族を含む。）の
福利厚生

Ｃ ○

手持ち資金確認及び各種支払業務（通常） Ｄ ○

共済本部・他支部との連絡調整業務 Ｄ ○

新規貸付業務（通常） Ｅ ○

組合員証発行業務(紙ベース)（通常） Ｅ ○

福利課

初動調整業務 Ａ ○

支部宿泊施設状況確認業務 Ａ ○

共済組合等各種システム稼働状況確認（通
常）

Ｃ ○

被災地の教育関係職員（家族を含む。）の
福利厚生

Ｃ ○

手持ち資金確認及び各種支払業務（通常） Ｄ ○

共済本部・他支部との連絡調整業務 Ｄ ○

新規貸付業務（通常） Ｅ ○

組合員証発行業務(紙ベース)（通常） Ｅ ○

福利課
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箇所 新（改正後） 旧（現 行） 

別表１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【災害対策本部事務局】 

 

【災害対策本部事務局】 

 
 

 

災害対策本部設置 Ａ ○

災害対策本部事務局設営 Ａ ○

災害対策本部事務局指定職員の参集 Ａ ○

災害対策本部の設置について関係機関への
通知

Ａ ○

災害対策地方本部との連絡体制構築 Ａ ○

災害対策本部員会議の開催 Ａ ○

被害情報の収集 Ａ ○

情報連絡員の市町村への派遣 Ａ ○

災害対策本部事務局指定職員の登庁先・安
否の確認

Ａ ○

消防防災ヘリの出動・情報収集 Ａ ○

情報通信手段の稼働確認 Ａ ○

ＮＴＴに対して電話回線増設依頼 Ａ ○

知事の緊急メッセージ Ａ ○

災害対策本部への自衛隊連絡員の派遣要請 Ａ ○

災害救助法（４号）適用の検討 Ａ ○

先遣隊派遣による情報収集 Ａ ○

災害対策本部長等への被害状況報告 Ａ ○

市町村等に対する使用可能な通信手段の通
知

Ａ ○

国、自治体、知事会に協定に基づく応援要
請

Ａ ○

被害即報をマスコミに提供 Ａ ○

ホームページに災害対応を掲載 Ａ ○

ＳＮＳ等に災害情報の掲載 Ａ ○

緊急消防援助隊・広域応援ヘリの要請と受
入体制の整備

Ａ ○

自衛隊の災害派遣要請 Ａ ○

ヘリ臨時離着陸場の使用可能状況調査 Ａ ○

災害対策本部
事務局

災害対策本部設置 Ａ ○

災害対策本部事務局設営 Ａ ○

災害対策本部事務局指定職員の参集 Ａ ○

災害対策本部の設置について関係機関への
通知

Ａ ○

災害対策地方本部との連絡体制構築 Ａ ○

災害対策本部員会議の開催 Ａ ○

被害情報の収集 Ａ ○

情報連絡員の市町村への派遣 Ａ ○

職員の登庁先・安否の確認 Ａ ○

消防防災ヘリの出動・情報収集 Ａ ○

情報通信手段の稼働確認 Ａ ○

ＮＴＴに対して電話回線増設依頼 Ａ ○

知事の緊急メッセージ Ａ ○

災害対策本部への自衛隊連絡員の派遣要請 Ａ ○

災害救助法（４号）適用の検討 Ａ ○

先遣隊派遣による情報収集 Ａ ○

災害対策本部長等への被害状況報告 Ａ ○

市町村等に対する使用可能な通信手段の通
知

Ａ ○

国、自治体、知事会に協定に基づく応援要
請

Ａ ○

被害即報をマスコミに提供 Ａ ○

ホームページに災害対応を掲載 Ａ ○

ＳＮＳ等に災害情報の掲載 Ａ ○

緊急消防援助隊・広域応援ヘリの要請と受
入体制の整備

Ａ ○

自衛隊の災害派遣要請 Ａ ○

ヘリ臨時離着陸場の使用可能状況調査 Ａ ○

災害対策本部
事務局


